
 

 

～ 日本海難防止協会シンガポール連絡事務所発SRO news ～ 

（Ref No：25－028） 

 

１ 世界海事大学（WMU）の報告書「過酷な環境下での海上生活におけるバラ

ンス探求」によると、過度な業務負担、慢性的なストレス、精神衛生状態の悪

化が多数の船員の離職に繋がっており、規制当局・船主・管理者が適切な措置

を取らなければ、将来的に海運業界は人材確保と安全性の危機に直面すると警

告している。 

原文 

（30th January 2026, Splash247） 

参考：報告書本文（WMU） 

 

２ 1月27日、米国はパリ協定から正式に離脱した。気候擁護団体の「350.org」

は、この動きが化石燃料依存のリスク増大を浮き彫りにすると指摘した。また、

米国が反対する中でも各国は気候変動対策を推進しており、世界的に再生可能

エネルギーへの移行は加速していると述べた。 

原文 

（30th January 2026, Island Times） 

 

３ パラオのウィップス大統領は、アジア開発銀行（ADB）の北太平洋事業拡

大に合わせて ADB マニラ本部を訪問し、神田総裁と会談した。パラオは ADB か

ら今後 3年間で最大 9400万ドルの低金利融資を受ける。パラオ議会の承認を条

件に、主要開発プロジェクトの資金調達や既存の高金利債務の借り換えに活用

される。 

原文 

（31st January 2026, Islands Business） 

原文 

（3rd February 2026, Island Times） 

 

４ パプアニューギニアから 2027年までに独立するブーゲンビル自治州は、経

済基盤を構築するため、1989 年に内戦のために閉じたパングナ鉱山の再開を必

要としている。1 月 29 日、同自治州のトロアマ大統領は声明で、同鉱山再開に

係る中国企業 CMOC社との提携を拒否し、インド企業ロイズ・メタルズ社との契

約を協議するよう指示した。 

原文 

（30th January 2026, Reuters） 

 

https://splash247.com/world-maritime-university-warns-of-severe-crisis-as-half-of-seafarers-eye-exit-within-five-years/
https://commons.wmu.se/cgi/viewcontent.cgi?article=1106&context=lib_reports
https://islandtimes.org/350-org-on-the-u-s-second-formal-exit-from-the-paris-agreement/
https://islandsbusiness.com/news-break/palau-president-at-adb/
https://islandtimes.org/whipps-low-interest-adb-loans-offer-path-to-stabilize-palaus-economy-reduce-debt/
https://www.reuters.com/world/asia-pacific/pacific-island-bougainville-rejects-chinese-partner-mine-that-will-fund-2026-01-30/


５ 2 月 2 日、クック諸島は、欧州連合（EU）の資金提供により、EU の海洋情

報共有プラットフォーム「IORIS」の活用に焦点を当てた 2週間の研修を開始し

た。クック諸島は 2023年に IORISを導入しており、地域協力、相互運用性、越

境脅威への共同対応を強化している。 

原文 

（3rd February 2026, Cook Islands News） 

 

６ 日本政府は、2025 年にパプアニューギニア（PNG）の独立及び両国の国交

樹立から 50 周年を迎えたことに合わせ、政府安全保障能力強化支援（OSA）に

より PNG 国防軍に 250 万ドル相当の重機を提供した。災害対処能力やインフラ

整備能力の強化を図り、自由で開かれたインド太平洋（FOIP）の実現に寄与す

ることが期待される。 

原文 

（4th February 2026, Indo Pacific Defense Forum） 

 

７ ドイツのヴァーデフ－ル外相は、2月 3日から 4日にかけトンガを訪問し、

同国首相のファカファヌア卿、外相のウルカララ皇太子殿下と会談した。両国

は外交樹立 150 周年を迎える。ドイツは、トンガに事務局を置くパシフィッ

ク・レジリエンス・ファシリティ（PRF）に 500万ユーロの拠出を約束している。

またこれに先立ち、同月 3日には NZのオークランドでニウエのタンゲランギ首

相と会談し、両国間の外交関係樹立宣言書に署名した。 

原文 

（5th February 2026, Matangi Tonga） 

 

８ パラオ議会は、ウィップス大統領が指名した財務大臣、教育大臣、台湾大

使の 3 つの重要ポスト人事案の審議を拒否した。財務大臣の人事案が拒否され

るのはこれで 3 回目、教育大臣と台湾大使については 2 回目であり、行政機関

と立法機関との緊張が高まっている。 

原文 

（10th February 2026, Island Times） 

 

９ 2 月 10 日、米国務省は、中国に絡む重大な汚職に関与した等として、パラ

オ上院議長の Hokkons Baules氏を、また、米国が提供したビキニ再定住信託基

金を横領した等として、マーシャル諸島の元キリ・ビキニ・エジット（KBE）

地方政府市長の Anderson Jibas氏をそれぞれ米国入国禁止者として指定した。

同省は、「米国は、公権力を濫用し私腹を肥やす者に対する説明責任の追及を

継続する。今回の指定は、米国の利益に影響を及ぼす世界的腐敗に対抗する決

意を改めて示すものである。」としている。 

原文 

（10th February 2026, U.S. Department of State） 

原文 

https://www.cookislandsnews.com/internal/national/local/cook-islands-strengthens-maritime-security-capability-through-ioris-training/
https://ipdefenseforum.com/2026/02/japans-assistance-to-png-signals-long-term-commitment-to-pacific-resilience/
https://matangitonga.to/2026/02/05/germany-urges-stronger-eu-action-in-pacific
https://islandtimes.org/palau-senate-rejects-key-whipps-appointments-deepening-executive-legislative-rift/
https://www.state.gov/releases/office-of-the-spokesperson/2026/02/designations-of-palaus-senate-president-and-marshall-islands-former-mayor-for-involvement-in-significant-corruption
https://www.rnz.co.nz/international/pacific-news/586505/us-designates-two-micronesian-leaders-over-corruption-allegations


（11th February 2026, Radio NZ） 

原文 

（11th February 2026, Pacific Island Times） 

 

１０ 2 月 9 日、笠原駐パラオ大使とパラオのアイタロー国務大臣との間で、

「経済社会開発計画（燃油）」（供与額 3 億円）に関する書簡の署名・交換が

行われた。本計画は、ディーゼル発電が依然として主要な電力供給源となって

いるパラオに発電用の燃油を供与し、電力供給の安定化を図ることで、同国の

経済社会の開発に貢献するものである。 

原文 

（9th February 2026, 外務省） 

 

１１ 1月27日、ソロモン諸島のマネレ首相は、太平洋諸島フォーラム（PIF）

のワンガ事務局長にパシフィック・レジリエンス・ファシリティ（PRF）条約

の批准書を提出した。PRF 条約は、昨年 9 月に同国で開催された PIF 首脳会議

で 15か国が署名しており、2026年中の発効を目指している。 

原文 

（13th February 2026, PACNEWS） 

原文 

（13th February 2026, PACNEWS） 

 

１２ ナウルのアデアン大統領は、国名を「Nauru（ナウル）」から「Naoero

（ナオエロ）」に変更する憲法改正案を提出した。同政府は、「ナウル」とい

う名称は「ナオエロ」が外国語で正しく発音できなかったため便宜上生まれた

もので、「ナオエロ」は国家の遺産、言語、アイデンティティをより忠実に尊

重するものであるとしている。 

原文 

（13th February 2026, PACNEWS） 

原文 

（13th February 2026, Radio NZ） 

 

１３ マーシャル諸島海洋資源局（MIMRA）の Joseph局長は、同局は Arno環礁

に新たな調査拠点の設置を模索しており、計画策定に向けて世界銀行と協力し

て取り組んでいると述べた。 

原文 

（13th February 2026, The Marshall Islands Journal） 

 

  

https://www.pacificislandtimes.com/post/us-tags-palau-senate-president-former-bikini-mayor-for-corruption
https://www.mofa.go.jp/mofaj/press/release/pressit_000001_03298.html
https://pina.com.fj/2026/02/13/solomon-islands-ratifies-pacific-resilience-facility-as-region-pushes-toward-2026-launch/
https://pina.com.fj/2026/02/05/pacific-move-prf-from-agreement-to-action/
https://pina.com.fj/2026/02/13/nauru-moves-to-change-name-to-naoero/
https://www.rnz.co.nz/international/pacific-news/586787/nauru-president-proposes-changing-country-s-name-to-naoero


 

 

 


